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In this thesis, effective operation of social networking sites (SNS) is discussed, and 
effective installation guiding is suggested. SNS is the new communication tool, 
which has begun to be aggressively introduced by enterprises as well as by 
individuals in societies. However, it is reported to be difficult to make the SNS 
introduction in enterprises successful. Actually some SNS in enterprise became 
non-use situation. 
The literature survey, the structural interview survey, and the questionnaire 
survey are executed in enterprises and the results are follows.  
 The effects at the individual user level are that the encounter with people with the 
same purpose can be provided, the user can send the personal ability and hobby, 
and that the sites where the information and knowledge sharing can be provided.   
However, the demerit at the individual level is that the user is troubled with how to 
use, in case of the objectives of SNS introduction is not clearly communicated.  
 The effects at the enterprise level are that the suggestions for the enterprise is 
proposed, the bonds among employees are deepened, the information and 
knowledge sharing can be promoted, the sharing of the organizational intelligence 
can be available, and that it leads to offering the higher quality service and product.   
However, the demerit at the enterprise level is that the gaps among employee at the 
level of the information and knowledge sharing and at the level of human relations 
development occur depending on the level of skills in employees using SNS.  
 Moreover, proposals to improve the effectiveness of the enterprise SNS in the 
objectives in introduction, operations, and usages are suggested.  
 Social significance may be admitted to this study with knowledge having high 




















内 SNS を使いこなすための指針を提供することができる。 
本研究では、まず企業内 SNS の利用実態を明らかにすることを課題とし、世界初と
される大規模企業内 SNS が NTT 東日本で導入された 2005 年以降の 23 社の企業内
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ら[後藤ら 09]によると、地域 SNS は団塊世代の市民参加促進、防災の促進など地域活
性化や防災・災害時の対策を目的に導入されている。企業内に導入されている SNS は
「企業内 SNS」または「社内 SNS」と呼ばれ、例えば NTT 東日本、TIS などで導入







企業内で導入されている SNS の効果では、例えば NTT データでは、顧客である千
葉ロッテマリ－ンズからの「ファン向けインターネットサイトをどう運営したら良い



















1.2. 企業内 SNS 導入の現状 
実際、企業内の人間関係構築、情報・知識共有を目的に企業内 SNS を導入する企業
は増加傾向にある。小豆川[小豆川 10]によると、2005 年以降相次いでおり、例えば、
NTT 東日本の「Sati」や NTT データの「Nexti」、日立グループの「COMOREVY」、
角川クロスメディアの「KADOKAWAXMEDIA」があげられる。 
IDC Japan[ IDC Japan 13]によると、企業内 SNS の利用率は、2013 年 10 月調査時
点で 16.5%であり、今後も市場開拓の余地があるとしている。さらにデジタルインファ
クト[デジタルインファクト 14]によると、企業内 SNS の市場規模は、2012 年は 16 億
円、2013 年は 20 億円、2014 年は 26 億円と発表しており、2015 年には 32 億円、2016
年には 38 億円、2017 年には 44 億円になると推計しており、今後も需要が予測される
と し て い る （ 図 1 ）。 さ ら に 企 業 内 SNS 向 け に 開 発 さ れ た Yammer
（https://www.microsoft.com/ja-jp/yammer/）のような汎用サービスも充実してきてい
るため、企業内 SNS 導入は以前よりも敷居が低くなっている。 
2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年























1.3. 本研究で対象とする企業内 SNS 
企業で導入される SNS はさらに大きく以下の 2 種類に分けられる。 
1 つ目は、企業が自社の新製品情報などを消費者にアピールすることを目的に、企業
と消費者とをつなぐ手段として利用される SNS である。日本経済新聞社[日本経済新

















とし、導入ツールについては Facebook を用いての企業内 SNS ではなく、Yammer な
どの汎用サービスまたは、自社開発のシステムである企業内 SNS を研究対象とする。










1.4. SNS の定義 















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1.5. 企業内 SNS の定義 
続いて本研究にあたり、企業内 SNS の定義を行う。まず SNS の定義として、Boyd
ら[Boyd ら 07]がある。しかしながら、これは企業内 SNS の定義ではない。企業内 SNS
の定義は関連研究では明確になっていないため、Boyd ら[Boyd ら 07]が SNS の条件と
して定義している以下に示す①～③の 3 つの項目に、企業内 SNS は、企業内またはグ
ループ企業内の人間同士の情報・知識共有や人間関係構築を目的として利用される
SNS であるため、企業内で活用が限定されているという④の定義を加え、本研究での
企業内 SNS を定義する。 
① 個人が、限られた範囲のシステム内において、公開または一部公開のプロフ
ィールを作ることを可能にしている Web サイトである。 
② 個人が関係を共有する他の利用者のリストにつながり続くことを可能にし
ている Web サイトである。 
③ 個人が、システム内の他者によって作られた彼らの関係リストを閲覧するこ



































本研究の構成を以下に述べる。図 2 は本研究の構成を示したものである。 
2 章では、関連研究で確認された事項を整理し、関連研究で行われていない点を抽出
する。これにより、3、4、5 章で取り組む課題を明らかにする。 
3 章では、企業内 SNS の利用実態を明らかにすることを課題とする。具体的には、
複数企業において企業内 SNS は、どのような目的で導入され、どのような効果をあげ
てきたのか、その利用実態が整理されていない。そこで、世界初とされる大規模企業内
SNS が NTT 東日本で導入された 2005 年以降[滝田 07]の 23 社の企業内 SNS 導入事
例報告を用い、企業内 SNS の導入目的、活用方法、導入効果について文献調査を行う。 


















6 章では、まず 3 章、4 章、5 章で解決した課題の結果を整理する。次に、3 章、4
章、5 章での結果をもとに、企業内 SNS と企業の成長について考察する。最後に、企

























2章. 企業内 SNS 導入の課題 











2.1. 企業内 SNS の利用実態 


























企業内 SNS の有効性についての関連研究では、Ann Majchrzak ら [Ann Majchrzak
ら 13]は、社内でソーシャルメディアを使うことによって、知識や知識共有はどのよう
に変化したのかについて述べている。Jennifer ら[Jennifer ら 13]は、ソーシャルメデ
ィアの情報は開放的なコミュニケーションや知識共有だけでなく、従業員に交流の輪を





そこで、本研究の課題として、実際に企業内 SNS を導入している企業の企業内 SNS
管理者と利用者に調査を行い、企業内 SNS が有効に働く際の流れと企業内 SNS が企業
でどのような役割を果たしているのかを明らかにする（表 2）。 
 



















係を確認した。さらに Borremans[ Borremans 07]は、世界中に約 34 万人の従業員が
働くグローバル企業である IBM にソーシャルメディアがもたらした影響を述べてい
る。山本(仁)ら[山本(仁) ら 12]は、企業内 SNS を導入するにあたって、企業の構成メ
ンバーがどのような効果を期待しているのか、またどのような懸念を抱いているのかを








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































豆川 10]によると、企業内における SNS の利用は、2005 年以降相次いでおり、例えば、




トルに「企業内 SNS」または「職場内 SNS」または「社内 SNS」を含む全館所蔵の資
料を検索した結果を図 3 に示す。なお、検索時点は、2013 年 12 月 16 日である。図 3


























































[金澤 08]では、企業内 SNS の導入目的と導入効果に着目して研究を進めている。また









・ (仮説 1)企業内 SNS 導入目的は①人間関係構築、②情報・知識共有、 
③人員募集の 3 つに整理される。 
・ (仮説 2)中堅・中小企業の企業内 SNS 導入が増え広がってきている。 
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・ (仮説 3)事業所・支店の展開状況が 1 ヶ所の企業の導入が多い。 
・ (仮説 4)汎用サービスを利用している企業が多い。 
・ (仮説 5)スマートフォンやタブレットから企業内 SNS を利用している企業が 
多い。 
・ (仮説 6)導入効果として問題解決をあげる企業が多い。 
・ (仮説 7)タブレットからの企業内 SNS の利用は、いつでも、どこからでも SNS 
を利用することを可能にする。よって現場での互いの情報共有や管理者
の管理を導入効果としてあげる企業が多い。 
























































企業内 SNS 導入事例報告[滝田 07][枝松 14] [角谷 07] [菊地 07] [小林 10] [小林 
11a] [小林 11b] [斉藤 12] [島田（知）ら 12] [島田（優） 13a] [島田（優） 13b] [白井 
13] [山崎 07] [人事事務 07] [人事マネージメント 07] [人事マネージメント 09] [宣伝
会議 06] [染原 07a] [坪 13] [日経産業新聞 06] [日経産業新聞 07a] [日経産業新聞 
 18 
 
07b] [ PCOnline 07]を用い、仮説に基づき確認項目を作成し、整理を行う。調査対象企
業は、表 4 にあげる 23 社である。 








模が 0～299 人、300～4,999 人、5,000 人以上のどの規模にあてはまるのか、分類を行
う。 








SNS を整理する。そののち、導入年別に利用している SNS が汎用サービスである場合
は、「汎用サービス」に分類し、汎用サービス以外であった場合は、「汎用サービス外」
に分類する。なお記載がない場合は、「記載なし」に分類する。 































③ 日本興亜損保 2006年2月 600人(2006年12月） 10,877人（2013年3月現在）
④ NTTデータ 2006年4月 約5,400人 10,804人（単独／2013年3月31日現在）
⑤ 損保ジャパン 2006年5月 1,503人（2007年9月時点） 社員数　17,825（2013年3月末現在）
⑥ 早稲田塾 2006年8月 約300人 280人（2011年3月期）
⑦ 角川クロスメディア 2006年12月 250人 266人(2007年3月時点）




⑨ クオリカ 2007年3月 約450人 720人（2013年4月現在）


















⑭ 三州野安 2011年3月 140人（社員利用率100%) 150人(2014年1月13日アクセス）
⑮ ネクシィーズ 2011年3月 正社員全員(454人）
従業員：1,016人（正社員　：457人、
非正規社員：559人）※2012年9月末現在
⑯ コクヨファニチャー 2011年夏 1,000人 1,044人（2012年12月31日現在）
⑰ ガリバーインターナショナル 2011年 社員2,000人中75% 1,969人（2013年2月28日現在）
⑱ 玉屋 2012年初め 不明 従業員：589人(2011年度2月期）





㉑ 日比谷花壇 2012年8月 不明
1,612人（2013年12月1日）
※一部関連会社出向者含む
㉒ 元湯陣屋 2012年 アルバイトを含む約80人 40人(2014年1月13日アクセス）






による整理、仮説 2 のための従業員規模による整理、仮説 3 のための事業所展開状況に
よる整理、仮説 4 のための利用 SNS による整理、仮説 5 のためのタブレット等からの














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































した企業は NTT データをはじめとする 7 社、情報・知識共有を導入目的とした企業は
TIS をはじめとする 11 社、人間関係構築と情報・知識共有両方を導入目的とした企業






期待していると考えられる。さらに、2005 年から 2013 年まで変わらずに、導入目的
として、人間関係構築、情報・知識共有をあげる企業があることから、企業が企業内












2005年 1 1 2
2006年 1 2 2 1 6
2007年 2 2
2008年
2009年 1 2 3
2010年
2011年 3 1 4
2012年 2 3 5
2013年 1 1
計 7 11 3 1 1 23
計






人の企業が元湯陣屋をはじめとする 5 社、300～4,999 人の企業が日比谷花壇をはじめ
とする 11 社、5,000 人以上の企業が NTT 東日本をはじめとする 7 社であった。また
2011 年以降に導入した企業でみると、すべての企業が、従業員規模 0～299 人の企業と
300～4,999 人の企業であった。さらに従業員規模が 5,000 人以上の企業 7 社はすべて
2009 年以前に導入している。導入初期では、NTT 東日本や NTT データといった従業
員規模が 5,000 人以上の大企業での導入が多かったが、近年では元湯陣屋など従業員規
















2006年 2 4 6
2007年 2 2
2008年
2009年 2 1 3
2010年
2011年 1 3 4
2012年 1 4 5
2013年 1 1








店の展開状況が 1 か所の企業は元湯陣屋のみ、2～4 か所の企業は東京海上日動システ
ムズのみであった。これに対して 5 か所以上の事業所・支店を持つ企業は NTT 東日本
や日本興亜損保をはじめとする 20 企業であった。このことから 5 か所以上の事業所・
支店を持つ企業で企業内 SNS は主に使われていると考えられる（表 8）。 
 
表 8：導入年別事業所・支店の展開状況 








2006年 5 1 6





2012年 1 4 5
2013年 1 1







（仮説 4）仮説を検証するために、利用している SNS について、導入年別に汎用サ
ービス、汎用サービス以外、記載なし別でみると、2011 年以降に導入した企業 10 社の
うち、9 社が Yammer、Chatter 等の汎用サービスを利用していた。これに対して 2009
年以前に導入した企業 13 社では、4 社が汎用サービスを利用していた。導入初期では、
TIS のように自社で開発した SNS を使用する企業もあったが、近年では Yammer、
Chatter 等の安価な汎用サービスを利用する企業が増えてきている。このことから、安
価な汎用サービスの利用が広がってきていると考えられる（表 9）。なお島田（優）[島
田（優） 13a]においても汎用サービスの充実が企業内 SNS 導入を促進したという同様
の仮説が立てられている。 
 









2005年 1 1 2
2006年 2 1 3 6
2007年 1 1 2
2008年
2009年 1 2 3
2010年
2011年 4 4
2012年 4 1 5
2013年 1 1
































2009年 1 2 3
2010年
2011年 3 1 4
2012年 4 1 5
2013年 1 1








かの決定・選択をするために SNS を利用したという問題解決の観点からの効果が 9 社

























2006年 4 2 6





2012年 1 4 5
2013年 1 1









































2011年 1 3 4
2012年 2 3 5
2013年 1 1


















（仮説 2）「中堅・中小企業の企業内 SNS 導入が増え広がってきている。」という仮
説を設定した。これに対して整理を行ったところ、2011 年以降に企業内 SNS を導入し
ている企業は、従業員規模が 0～299 人、300～4,999 人の企業であった。さらに従業員
規模が 5,000 人以上の企業すべてが 2009 年以前に企業内 SNS を導入していた。この
ことから、大企業（5,000 人以上）の導入から中堅・中小企業への導入へと広がってき
ていることがわかった。 
（仮説 3）「事業所・支店の展開状況が 1 か所の企業の導入が多い。」という仮説を設









（仮説 5）「スマートフォンやタブレットから企業内 SNS を利用している企業が多
い。」という仮説を設定した。これに対して整理を行ったところ、スマートフォン、タ
ブレット等からの企業内 SNS の利用が確認された企業は、2011 年以降では、10 社中 7
社であった。これに対して 2009 年以前に導入した企業 13 社では、2 社がスマートフォ
ン、タブレット等を利用していた。このことから、スマートフォン、タブレットからの
企業内 SNS 利用が近年広がってきていることがわかった。 
（仮説 6）「導入効果として問題解決をあげる企業が多い。」という仮説を設定した。
これに対して、問題解決の観点からの効果があった事例について整理を行ったところ、









































































































した企業は NTT データをはじめとする 7 社、情報・知識共有を導入目的とした企業は
TIS をはじめとする 11 社、人間関係構築と情報・知識共有両方をを導入目的とし企業







活用方法別分類では、2011 年以降に導入した企業 10 社のうち、9 社が Yammer、
Chatter 等の汎用サービスを利用していた（表 9）。さらに 2011 年以降に導入した企業
のうちスマートフォン、タブレット等からの利用が確認された企業は、10 社中 7 社で










導入効果別分類では、問題解決の観点からの効果であった事例が 2005 年から 2013
年まで確認できた（表 11）。さらに 2011 年以降は管理・現場把握の効果も確認できた
（表 12）。管理・現場把握の効果のあった 4 社のうち 3 社がスマートフォン、タブレッ
ト等からの利用が可能である企業であった（表 12）。スマートフォン、タブレット等か














本章では、複数企業の企業内 SNS 導入事例の報告を収集し、企業内 SNS の導入初期
の 2005年から 2013年の間の実態を分析することを目的として、導入目的や活用方法、
導入効果について整理を行った。 





















































4章. 企業内 SNS の有効性 
4.1. 有効性についての研究背景 






の企業内 SNS 管理者と利用者を対象に調査を行い、企業内 SNS が有効に働く際の流れ
と企業内 SNS が企業でどのような役割を果たしているのかを明らかにする。 























造モデルに関する研究がある。神戸ら[神戸ら 08]は、企業内 SNS 上のネットワークと
実際の人間関係とを比較し、中心性指標の高い人物が必ずしもリーダーではないことを




enNetforum 事務局[enNetforum 事務局 06]は、企業内 SNS 導入の効果について、
アイディア発信機会が増加することなど 5 つの仮説を立てているが、実証はなされてい
ない。 








企業内 SNS の Q&A 機能における事例研究に基づいて、社員間の知識流通形態を明ら
かにすることにより、企業内デジタル知識流通モデルを例証した。Ann Majchrzak ら




いて論じた。Jennifer ら[Jennifer ら 13]は、ソーシャルメディアの情報は開放的なコ
ミュニケーションや知識共有だけでなく、従業員に交流の輪を広げるためのひそかな関
係を広げていることを確認した。Paul ら [Paul ら 13]は、ソーシャルメディアは従業
員同士のコミュニケーションの手段として、使われていることを確認した。しかしなが












は、雑誌などによる企業内 SNS 導入事例報告[滝田 07]、[福岡 07]、[菊地 07]、[山崎 
07]、[染原 07b]、[総務省 06]である。これらの詳細を、表 15 に示す。調査対象から
企業内 SNS を有効に活用している事例を抽出し、ゴミ箱モデル（注 1）[マーチら 86]とサ
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































・ （仮説 1）企業内 SNS では、正解なしの問題が解決されている。 
・ （仮説 2）企業内 SNS では、部門外の人が含まれることによって問題解決が 
なされている。 
・ （仮説 3）企業内 SNS では、同じ業務の人によって問題解決がなされている。 
・ （仮説 4）企業内 SNS では、SNS 上で新たに知り合いになった人によって問題 
解決がなされている。 
・ （仮説 5）企業内 SNS では、上司も含まれることによって問題解決がなされている。（注 3）  
・ （仮説 6）企業内 SNS では、経験・知識を持つ人によって問題解決がなされている。（注 3）  








・ （仮説 9）企業内 SNS は、素早い問題解決を可能にする。 





管理者と企業内 SNS 利用者を対象に構造化インタビュー調査および質問紙調査を行う。 
 
4.5.1. 企業内 SNS 管理者向け調査方法 
企業内 SNS 管理者向け調査の調査目的は次の 2 つである。 
 42 
 
①各企業の企業内 SNS の導入目的・利用状況の詳細を明らかにする。 
②企業内 SNS と他の企業内メディア（ホームページ、メーリングリスト、掲示板、
Q&A、ブログ）とを比較し、企業内 SNS の特徴を明らかにする。 
調査対象は、3 社の企業内 SNS の管理者（各企業 1～3 名）である。対象企業は、表
17 の通りである。 
調査方法は、事前に質問紙調査に答えてもらった上で、インタビューを行う構造化イ
ンタビュー調査および質問紙調査である。構造化インタビュー調査は 1 社につき 1～3
名に対し、約 1～2 時間で行った。調査は、A 社は 2008 年 11 月 28 日、B 社は 2008
年 11 月 11 日、C 社は 2008 年 11 月 4 日に行った。 




4.5.2. 企業内 SNS 利用者向け調査方法 
企業内 SNS 利用者向け調査の調査目的は次の 3 つである。 
① 問題解決において企業内 SNS 導入以前と導入以後の違いから、企業内 SNS 上
で行われている問題解決の流れを明らかにする。（流れ） 
② 企業内 SNS は、問題解決過程のどの段階において有効であるのかを明らかに
する。（過程） 
③ 企業内 SNS が企業の問題解決において果たす役割・機能を明らかにする。 
（特徴） 
調査対象は、各企業の企業内 SNS 利用者 30 名（A 社 6 名、B 社 23 名、C 社 1 名）
である。詳細を、表 17 に示す。調査方法は、質問紙調査とし、A 社の 6 名に対しての
み１人当たり約 15～20 分間で構造化インタビュー調査（2008 年 11 月 28 日実施）も
行い、その際に質問紙を回収している。被験者は、システム管理者の紹介か、企業内
SNS にて募集している。調査期間は、A 社 11 月 12 日～25 日、B 社 11 月 18 日～12
月 11 日、C 社 11 月 18 日～20 日である。回答は、各企業のシステム管理者を通して回











































2006/10 約2000人 約16000人 約1.2割 50歳以上はほ
とんどいない。













4.6.1. 企業内 SNS 管理者向け調査結果 
4.6.1.1. 企業内 SNS の利用状況の結果 





























































（情報通信） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
B














（情報通信） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
D
（総合電機）




4.6.1.2. 企業内 SNS と他の企業内メディアとの比較結果 
企業内 SNS は他の企業内メディアと比べて、どのようなよい点やよくない点がある
のか、企業内 SNS 管理者を対象にインタビュー調査を行った。その結果は表 19～23
の通りである。この結果をもとに、企業内 SNS は他の企業内メディアと比べて、どの





















































































































































































































4.6.2. 企業内 SNS 利用者向け調査結果 
 以下に企業内 SNS 利用者向けの調査仮説の検証結果を示す。なお、有効回答者数は、
仮説により異なり、仮説 1、7、8、9、10 は 30 名である。仮説 5、6 は 5 名であったた
め、分析から除外している。仮説 2、3、4 は、企業内 SNS 導入以前における問題解決
の有効回答者数が 18 名、導入以後における問題解決 24 名であった。仮説 2、3、4 は、
属性ごとの問題解決に関与した人の数の平均値の相違を検討する。仮説 2、3、4 の属
性ごとの問題解決に関与した人の数の平均値と標準偏差は表 25 の通りである。 
 
表 25：仮説 2、3、4 の問題解決関与者数の平均値と標準偏差 
関与者数の平均値 関与者数の標準偏差 関与者数の平均値 関与者数の標準偏差
部門内 0.833 0.857 0.667 1.007
部門外 0.611 0.778 1.914 1.530
業務同じ 0.889 0.832 0.958 1.233
業務同じではない 0.556 0.784 1.625 1.610
以前から関わりあり 1.167 0.857 0.417 0.830
以前から関わりあり知っていたけ
れども関わりがない
0.111 0.323 0.167 0.381








仮説と仮説の検証結果は、表 26 の通りである。 
 
表 26：仮説と仮説の検証結果 










































（仮説 1）「企業内 SNS では、正解なしの問題が解決されている。」は支持されなか
った。 
「成功事例の問題は決まった答え（正解）のある問題でしたか。」という質問項目に
対し、「はい」11 件、「いいえ」19 件と回答を得た。適合度の検定(注 4)を行った結果、
有意確率が.14 であった。このことから、.1<.14 であり 10%水準でも有意差は確認され
なかった。問題の正解ありなしによる偏りは確認されなかった。 































図 6：導入前後の部門内外の関与者数(仮説 2) 
 













に知り合いになった人または SNS で新たに知り合いになった人）の 3 種類の関与者の
問題解決について、二要因の分散分析を行った。交互作用が有意（F=19.48 p<0.01）
と確認されたため、単純主効果の検定を行った。その結果、参加者の間において、企業
内 SNS 導入前後の単純主効果が有意（以前から知り合い：F=7.50 ｐ<0.01、以前は







































図 7：導入前後の既知未知の関与者数(仮説 4) 
 
（仮説 7）「企業内 SNS では、Q&A 機能、コミュニティ機能、日記機能で問題解決
がなされている。」は支持された。 
成功事例で利用された機能による分類を行った結果、日記機能が 11 件、コミュニテ
ィ機能が 10 件、Q&A 機能が 6 件、メール機能が 1 件、お知らせ機能（会社から全社





（仮説 8）「企業内 SNS は、問題解決過程の中でも、目的を新たに定める認識段階、
選択肢の候補を得る洞察段階、解決策を得る選択段階で有効である。」は支持された。 
成功事例をサイモン-松田モデル[浅居 88]に基づき意思決定過程の各段階に分類した









（仮説 9）「企業内 SNS は、素早い問題解決を可能にする。」は支持された。 
企業内 SNS 導入以前と導入以後において、解決までにかかった時間の分類をした結
果、企業内 SNS 導入により時間が短くなった事例が 16 件、変わらない事例が 4 件、
長くなった事例が 3 件、分類不可が 7 件であった。適合度の検定(注 4)を行った結果、有
意（p<0.01）と確認された。このことから、企業内 SNS は素早い問題解決を可能にす
ることがわかる。また長くなったと回答した 3 件は、企業内 SNS を使うことで解決ま











（仮説 10）「企業内 SNS は、自分一人では思いつかなかった意見を得ることを可能
にする。」は支持された。 
「成功事例の解決策は一人でも考えることのできた内容でしたか」という質問に対し、




4.7. 企業内 SNS の有効性についての考察 
4.7.1. 企業内 SNS が企業において果たす役割 
 サイモン-松田モデル[浅居 88]に基づき、SNS が意思決定過程のどの段階で役に立っ
たのかを整理した（図 8）。企業内 SNS 導入以前は、SNS を導入していないため、ど











認識段階 ○ ● △
洞察段階 ○ ● △
予測段階 ○ ● △
評価段階 ○ ● △
選択段階 ● ○ △
実施段階 ○ ● △
 
図 8：問題解決過程と企業内 SNS が組織において果たす役割 
 
4.7.2. 組織における情報・知識流通の有効性 




仮設 4 の結果から、企業内 SNS 導入以前では、以前からの知り合いの関与者が多か
ったが、企業内 SNS 導入以後では、以前は知らなかった人の関与者の方が多いことが
明らかになった。また、調査の中で「企業内 SNS 導入以前は解決できなかった。」、「企
業内 SNS 導入以前は解決されるのをひたすら待った。」という事例が 8 件あった。この
ことから、企業内 SNS は、従来では関係のもつことができなかった人からの情報や知
識の流通を可能にし、従来解決できなかった問題を解決していると考えられる。 












4.7.3. 企業内 SNS の今後の展望および可能性 
問題解決の重要度を個人レベル・業務レベル・組織レベルに分類したところ、個人レ











































































面で、業務における意思決定をサポートしていることを明らかにした。   
 
 
（注 1）ゴミ箱モデルの妥当性については、稲水[稲水 06]が、Bendor ら[Bendor ら 01]

























た。4 章では、企業内 SNS が有効性を発揮している際にはどのような流れになってい
るのか、企業においてどのような役割を果たすことにより有効であるのかを明らかにし


























[遠藤ら 08]は、日米 2 社の活用事例をもとに企業内 SNS が組織に与える影響につい
て考察している。青木[青木 09]は、企業内 SNS を導入することにより「風通しのよい
風土の醸成」等につながったという効果について自社の事例をもとにまとめている。神
部[神部 09]は、自社の導入事例をもとに、SNS を利用するユーザーが SNS 外のユー











項目に対しても全体的に高いということを明らかにしている。小豆川 [小豆川 10] は、
10 社の企業内 SNS 導入事例の概要を各種公開資料から簡潔にまとめるとともに、社員
満足度調査をもとに自社の 4 年間の企業内 SNS 利用状況の推移、ユーザー特性からみ
た個人・組織のメンタリティの特徴、企業内 SNS の利用とパフォーマンスや会社への
満足度等との関係について考察している。Borremans[Borremans  07]は、世界中に約
34 万人の従業員が働くグローバル企業である IBM にソーシャルメディアがもたらし
た影響を述べている。これらは主に企業内 SNS のメリットに着目しており、デメリッ






ときには、リスクをともなうことについても述べている。DiMicco ら[DiMicco ら 08]
は、ある企業の企業内 SNS 利用者に対するインタビュー調査(調査対象者数 17 名)を行
い、利用動機として同僚との関係構築、昇進、プロジェクトの紹介があると述べている。
山本(仁)ら[山本(仁)ら 12]は、企業内 SNS を導入するにあたって、企業の構成メンバ
ーがどのような効果を期待しているのか、またどのような懸念を抱いているのかを探る




















人間関係構築のメリットとして、enNetforum 事務局[enNetforum 事務局 05]、








 情報・知識共有のメリットとして、enNetforum 事務局[enNetforum 事務局 05]、






さらにデメリットとして、enNetforum 事務局[enNetforum 事務局 06]、遠藤ら[遠
藤ら 08]を参考にして、以下の 4 項目を設定した。 
・ 企業内 SNS 内であらぬ批判や苦情をうけたことがある 











・ （仮説 1）企業内 SNS のメリットとデメリットについて男女間で差がある。 















・ （仮説 3）企業内 SNS のメリットとデメリットについて職位の有無で差がない。 










































・ （仮説 8）企業内 SNS のメリットとデメリットについて企業内 SNS で発信す
る情報の種類によって差がある。 

















・ （仮説 10）企業内 SNS のメリットとデメリットについて企業内 SNS での顔見
知りの割合によって差がある。 



















質問項目として、enNetforum 事務局[enNetforum 事務局 05]、[enNetforum 事務局 
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情報・知識共有に関する質問項目として、enNetforum 事務局[enNetforum 事務局 







遠藤ら[遠藤ら 08]を参考にして、以下の 4 項目を設定している。 
・ 企業内 SNS 内であらぬ批判や苦情をうけたことがある 





もいえない」「あまりあてはまらない」「あてはまらない」の 5 件法で回答を得ている。 
また、回答者自身に関する項目は、性別、年代、職位、従業員規模、事業所・支店の
数の 5 項目を設定している。企業内 SNS の利用状況に関する項目は、SNS へのアクセ
ス頻度、コミュニティ機能への参加状況、書き込み内容の割合（業務に関係のある話題）、
利用状況の割合（情報を見ているだけの利用）、友人リスト（マイフレンド）の人数、






調査方法は、インターネット調査とし、2012 年 2 月 23 日～25 日に実施している。
調査対象は、就業者でかつ企業内 SNS またはブログを利用している 20 歳以上のイン
ターネットモニターである。回答は、440 回収した時点で締め切り、そのうち企業内
SNS を利用している 240 名（性別：男性 185 名、女性 55 名、年代：20 代 29 名、30
代 67 名、40 代 69 名、50 代 60 名、60 代 15 名、職位：職位あり 146 名、職位なし 94
名、従業員規模：0～299 人規模 80 名、300～4,999 人規模 101 名、5,000 人以上 59 名、
事業所・支店数：1 か所 29 名、2～4 か所 62 名、5 か所以上 149 名、アクセス頻度：
毎日 101 名、週に数回 93 名、月に数回 23 名、2 ヶ月に 1 回以下 23 名、コミュニティ
機能への参加状況：0 個 30 名、1～3 個 84 名、4～6 個 38 名、7～9 個 12 名、10 個以












  本節では、調査結果について述べる。 
 
5.5.1. 因子の抽出結果 
  作成した 12 項目を用いて因子分析（主因子法、バリマックス回転）を行った。累積
寄与率は、65.3%であった。抽出された因子を表 27 に示す。分析の結果、仮定した通
























社内の知り合いを増やすことに役立つ .779 .289 .349
社内の人の人となりを知ることに役立つ .745 .379 .316
社内の人の人間関係を見ることに役立つ .616 .413 .270
疎外感を解消する .593 .386 .454
他人の業務内容や業務状況の共有に役立つ .273 .833 .241
実際の会議の情報や資料の共有を行うことに役立つ .310 .724 .293
技術や業界のトレンドや流行を共有することに役立つ .435 .591 .277
個人のアイディアや意見を発信することに役立つ .470 .587 .213
企業内SNS内であらぬ批判や苦情をうけたことがある .257 .211 .734
企業内SNSが気になって仕事が進まない .229 .146 .695
仕事が増えたように感じる .139 .355 .597



















知識共有因子において、 20 代、60 代以上が他の年代と比較して有意に高く、
デメリット因子において、20 代が他の年代と比較して有意に高い結果となった。
このことから、人間関係構築において 20 代の人は、他の年代の人と比較してメ




・ （仮説 3）「企業内 SNS のメリットとデメリットについて、職位の有無で差がな
い」は、人間関係構築、情報・知識共有、デメリットにおいて支持されなかっ
た。      
職位（役職の有無）について、t 検定を行ったところ、10%水準でも有意差
は確認されなかった（図 12）。 
・ （仮説 4）「企業内 SNS のメリットとデメリットについて、従業員規模で差があ
る」は、人間関係構築、デメリットにおいて支持され、情報・知識共有におい
て支持されなかった。 















・ （仮説 5）「企業内 SNS のメリットとデメリットについて、事業所・支店の数で
差がある」は、情報・知識共有、デメリットにおいて支持され、人間関係構築
において支持されなかった。 












































































































































































































































・ （仮説 6）「企業内 SNS のメリットとデメリットについてアクセス頻度で差があ
る。」は情報・知識共有において支持され、人間関係構築、デメリットにおいて
支持されなかった。 








・ （仮説 7）「企業内 SNS のメリットとデメリットについて所属コミュニティ数で
差がある。」は人間関係構築、情報・知識共有、デメリットにおいて支持された。 
































































































































































































































































































①人間関係構築 .271 -.088 .175
②情報・知識共有 -.063 -.062 .193





仮説と仮説の検証結果は表 29 の通りである。 








（仮説 3）「企業内 SNS のメリットとデメリットについて職位の有無で差がない。」
という仮説を立てた。結果として、職位の有無によるメリット、デメリットの感じやす
さに差はないということが明らかになった。 










仮説 4 と 5 の結果をあわせると、中・小企業は大企業と比較してメリットを感じてい
るとともに、デメリットも感じていることが明らかになった。 
（仮説 6）「企業内 SNS のメリットとデメリットについてアクセス頻度で差がある。」
という仮説を立てた。結果として、デメリットにおいては、アクセス頻度に差がないこ
とが明らかになった。メリットについては、毎日アクセスする人は他のアクセス頻度の
人と比較して、情報・知識共有にメリットを感じており、1 ヶ月に 1 回以下のアクセス
頻度の人は、他のアクセス頻度の人と比較して、情報・知識共有にメリットを感じてい
ないことが明らかになった。 

































20 代の調査対象者は、企業内 SNS でメリットを感じていると同時にデメリットも感
じていると回答していることがわかる。これに対して 60 代の調査対象者は、メリット



































































































いことが明らかになった。しかし、4 章で明らかになった通り、企業内 SNS は利用者
の情報発信により効果を発揮するため、利用者に情報発信してもらうことは重要なこと


























因子名 性別 年代 職位 従業員規模 事業所・支店数
①人間関係構築 差異なし 小　　＋ 少　　＋


























































メディアの事例[山崎 07]や NTT 東日本の事例[滝田 07]がある。角川クロスメディア






5.6.2. 企業内 SNS 利用が個人や企業に与えるメリットとデメリット 
本節では、3、5 章をもとに、企業内 SNS の利用が個人や企業にどのようなメリット
とデメリットを与えるのかについて、考察を行う。 
 
5.6.2.1. 個人レベルで感じる企業内 SNS のメリットとデメリット 
3章の事例と 5章で行った利用者を対象とした調査をもとに個人レベルで得られる企
業内 SNS のメリットとデメリットを考察する。個人レベルで感じるメリットは、5 章
の結果から人間関係構築と情報・知識共有があるため、人間関係構築、情報・知識共有
の観点からメリットを考察する。 
個人レベルで感じる人間関係構築のメリットとして、3 章で挙げた TIS のプログラミ
ング勉強会を開催することができた事例[小林 11b]や、TIS の社史を作りたいと考えた
ものの周りに協力者が見つからず、SNS に社史作成に対する思いを綴ったところ、賛
同者が現れた事例[小林 11b]のように、企業内 SNS が導入されなければ知り合えなか
った同じ目的を持つ人たちと出会えるメリットがある。 
個人レベルで感じる情報・知識共有のメリットとして、3 章で挙げた壽屋のロシア語









5.6.2.2. 企業レベルで感じる企業内 SNS のメリットとデメリット 
続いて3章の事例と5章で行った利用者を対象とした調査をもとに企業レベルで感じ










林 11b]のように、企業内 SNS を通して社員同士の絆を深めるメリットがある。 

























































































6章. 企業内 SNS に関する考察および効率的導入指
針 
6.1. 研究成果のまとめ 





そこで 3 章の課題として、すでに企業内 SNS を導入している複数企業において、企
業内 SNS はどのような目的で導入され、どのように利用されているのか、どのような
成果をあげてきたのかについて、文献調査に基づき整理を行うことを設定した。 
3 章の独自性として、世界初とされる大規模企業内 SNS が NTT 東日本[滝田 07]で
導入された 2005 年以降の企業内 SNS の導入目的、活用方法、導入効果を、文献調査
により明らかにし、導入初期からの利用実態を明らかにしたことがあげられる。 







別にみると、0～299 人の企業が 5 社、300～4,999 人の企業が 11 社、5,000 人以上の
企業が 7 社であった。2011 年以降に導入した 10 社についてみると、従業員規模が 0～
299 人の企業と 300～4,999 人の企業のみであった。これに対して、2009 年以前に導入








社中 7 社であった。このことから、スマートフォン、タブレット等からの企業内 SNS
の利用が広がってきていることを明らかにした。導入効果として、問題解決に使われて
いることを明らかにした。例えば、NTT データのように企業内 SNS を活用し知り合っ
た、千葉ロッテマリンズのファンとオフ会を開き、よい商品を提案できた事例[菊地 07]
がある。また、管理・現場把握の効果があることを明らかにした。例えば、元湯陣屋の







そこで 4 章の課題として、企業内 SNS が有効性を発揮している際には、どのような
流れになっているのか、企業においてどのような役割を果たすことにより有効であるの
かを明らかにすることを目的とした。具体的には、企業内 SNS の有効性を問題解決に



















を設定し、企業内 SNS 管理者および利用者に対する調査を行うことで、企業内 SNS
が有効に働く際の流れを明らかにしたことがあげられる。 




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































6.2. 企業内 SNS と企業の成長 



































































図 17：経営革新を促す従業員行動の体系[高石ら 08] 
 
 
6.2.2. 企業内 SNS と経営革新促進行動 
5.6.2.2.では、企業レベルでの企業内 SNS のメリットとデメリットについて考察した。 
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図 18：企業内 SNS と経営革新促進行動 
 
6.2.3. 企業内 SNS が企業を成長させる際の流れ 


























































図 19：企業内 SNS が企業を成長させる際の流れ 
 
6.3. 企業内 SNS の貢献と限界 






































る。例えば、NTT データでは SNS の活動から生まれた時短勤務の見直し案が経営企画
部を通して会社に提案され、経営側も検討するという事例[人事マネージメント 07]の

















るのもなかなかできるものでなかった。しかし SNS 導入によりトップセラーの 1 日の
行動パターンや既存顧客のフォローや新規顧客開拓の方法など具体的に質問できるよ
































6.4. 企業内 SNS を効果的に導入するための指針 





























らである。4 章での、企業内 SNS 管理者向け調査の企業の中には、まずは利用者の「場








 表 34 に以上の効果的に企業内 SNS を導入するための指針をまとめた。 
 















































在企業内 SNS の導入を検討している企業に対しても、企業内 SNS を使いこなすための
指針を提供することができる。 
2 章では、関連研究で確認された事項を整理し、関連研究で行われていない点を抽出
した。これにより、3、4、5 章で取り組む課題を明らかにした。まず 3 章では、すでに
企業内 SNS を導入している複数企業の導入目的、活用方法、導入効果について文献調
査をもとに整理を行うことを述べた。次に 4 章では、実際に企業内 SNS を有効に導入
している企業の企業内 SNS 管理者と利用者に調査を行い、組織の意思決定モデルに基







3 章では、企業内 SNS の利用実態を明らかにすることを課題とし、世界初とされる
大規模企業内 SNS が NTT 東日本で導入された 2005 年以降[滝田 07]の 23 社の企業内








4 章では、企業内 SNS が有効性を発揮している際にはどのような流れになっている
のか、企業においてどのような役割を果たすことにより有効であるのかを明らかにする


































































































































○ ○ ○ × ○
いいね、ペタ（アメブロ）、
ナイス（Yahoo!ブログ）
















































電子メール × ○ ○ なし ○ ○ × PUSH型 送った人のみ
メーリング
リスト






○ なし × ○ × PULL型
誰でも見ること
ができる
掲示板 × × ○ なし × ○ × PULL型
誰でも見ること
ができる










































表 5：企業内 SNS 導入事例の整理結果 




5000人以上 5か所以上 Beat Communocation 記載なし
②TIS 情報・知識共有 5000人以上 5か所以上 既存の社内SNSソフトなどは使わず、自身でTCポータルを開発 iPad（役員のみ）
③日本興亜損保 人員募集 5000人以上 5か所以上 既成のSNSをカスタマイズ 記載なし




5000人以上 5か所以上 不明 記載なし




0～299人 不明 不明 記載なし
⑧日立グループ 情報・知識共有 5000人以上 5か所以上 不明 記載なし
⑨クオリカ 人間関係構築 300～4999人 5か所以上 不明 記載なし
⑩東京海上日動システムズ 人間関係構築 300～4999人 2～4か所 OpenPNEをベースに自社がカスタマイズした。 記載なし
2008年
⑪楽天 情報・知識共有 5000人以上 5か所以上 Yammer 記載なし
⑫イプサ 情報・知識共有 300～4999人 5か所以上 不明 携帯電話
⑬ヤンセンファーマ 人間関係構築 300～4999人 5か所以上 不明 記載なし
2010年
⑭三州野安 情報・知識共有 0～299人 5か所以上 Chatter スマートフォン、ノートPC
⑮ネクシィーズ 情報・知識共有 300～4999人 5か所以上 Talknote スマートフォン、タブレット
⑯コクヨファニチャー ワークライフ促進 300～4999人 5か所以上 Zyncro タブレット
⑰ガリバーインターナショナル 情報・知識共有 300～4999人 5か所以上 Yammer 記載なし
⑱玉屋 情報・知識共有 300～4999人 5か所以上 Zenphoto タブレット
⑲日本食研ホールディングス 情報・知識共有 300～4999人 5か所以上 Chatter 携帯電話
⑳モスフードサービス 人間関係構築 300～4999人 5か所以上 Spigit 記載なし
㉑日比谷花壇 人間関係構築 300～4999人 5か所以上 Chatter スマートフォン
㉒元湯陣屋 情報・知識共有 0～299人 1か所 不明 スマートフォン、タブレット
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調査票 A：企業内 SNS 利用事例調査票-担当者向け調査票（本文 4.章対応） 
 
企業内 SNS の利用事例調査依頼 
システム管理者様 
調査への協力のお願い 
 本調査は、企業内 SNS について、事前に質問紙調査にご回答いただいた上でインタビュ
ー調査を行い、企業内 SNS の成果を明らかにすることを目的としています。 
 調査結果は、シンポジウム・報告書等において公開し、企業内 SNS 利用の推進に寄与し
たいと考えています。調査結果の公表につきまして差しさわりがある場合は、企業名など
組織を特定できる情報は公表いたしません。 
調査は、1.企業内 SNS の名称など、2.企業内 SNS の導入目的、3.企業内 SNS の機能、
4.企業内 SNS の利用、5.企業内 SNS の利用状況、6.企業内 SNS での話題、7. 企業内 SNS



























      2、公表はお断りします。 
    （1、2、どちらか一方に○をつけてください） 
     年  月  日 




 東京都調布市調布ヶ丘 1-5-1 
責任者：太田 敏澄（社会知能情報学専攻 教授）TEL：042-443-5660 
担当者：加藤 菜美絵（社会知能情報学専攻 博士前期課程） 
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企業内 SNS の利用事例調査票 
1 企業内 SNS の名称、企業内 SNS の導入時期、貴社の社員数を教えてください。 
企業内 SNS の名称： 
企業内 SNS の導入時期： 
貴社の社員数： 
 
2 企業内 SNS の導入目的についてお聞きします。 
















3 企業内 SNS の機能についてお聞きします。 












a.プロフィール  b.日記  c.コミュニティ  d.Q&A  e.友人リスト   
f.足跡  g.紹介文  h.メール  i.検索   
j.お知らせ①（会社から全社員へ情報を発信できる機能）   
k.お知らせ②（個人から全社員へ情報を発信できる機能） 






4 企業内 SNS の利用についてお聞きします。 
























4.6 企業内 SNS の利用時間帯は決まっていますか。 
 
 








a.はい  b.いいえ  備考（               ） 
a.はい  b.いいえ  備考（               ） 
a.はい  b.いいえ  備考（               ） 
a.はい  b.いいえ   
a.はい →4.6 にお進みください。 
b.いいえ →4.7 にお進みください。 
c.その他（               ） 
 
（     ）時～（     ）時 
 
a.はい  b.いいえ  備考（               ） 
a.ある  b.多少ある c.あまりない d.ない 
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5 企業内 SNS の利用状況についてお聞きします。 
5.1 企業内 SNS の利用者数は何人くらいですか。 
 
 
5.2 5.1 でお答えいただいた人数は、全社員の何割ですか。 
 
 




5.4 企業内 SNS への 1 日の平均的なアクセス数はどのくらいですか。  
 
 
5.5 1 日の平均的なコミュニティ機能への書き込みはどのくらいですか。 
 
 
5.6 1 日の平均的な Q&A 機能への質問はどのくらいですか。 
 
 
5.7 1 日の平均的な日記更新数はどのくらいですか。 
 
 













約    人 
約    割 
20～30 歳 約（    ）％     31～40 歳 約（    ）％ 
41～50 歳 約（    ）％     50 歳以上 約（    ）％ 
 
約        人/日 
約        件/日 
約        件/日 
 
約        件/日 
 
約    人 
上司：約（     ）割    同僚：約（     ）割 
部下：約（     ）割    その他（     ）：約（    ）
割 
c.その他（         ） 
 
部門内：約（     ）割   部門外：約（     ）割 










































業務に関係のある話題：約（    ）
割 




業務に関係のある話題：約（    ）
割 
業務に関係のない話題：約（    ）
割 
 
業務が同じ人：約（     ）割  業務が違う人：約（     ）割 
その他（     ）：約（    ）割 
上司：約（     ）割    同僚：約（     ）割 
部下：約（     ）割    その他（     ）：約（    ）
割 
c.その他（         ） 
 
部門内：約（     ）割   部門外：約（     ）割 
その他（     ）：約（    ）割 
 
 
業務が同じ人：約（     ）割  業務が違う人：約（     ）割 













7 企業内 SNS の管理・維持体制についてお聞きします。 




7.2 企業内 SNS の担当部門はどこですか。 
 
 
（公式 または 非公式（ボランティア））←当てはまる方へ○をお付けください。 
（専任 または 兼任）←当てはまる方へ○をお付けください。 
 
7.3 企業内 SNS の担当者は何人いるのですか。 
 
 
7.4 企業内 SNS 導入により、新規に必要だった経費はいくらかかりましたか。 
 
 










    部門 
 
    人 
約    円 
約    円 /
月 
a.社内で管理     b.社外で管理     c.その他（            ） 
 
業務に関係のある話題：約（    ）
割 





8 企業内 SNS 導入以前に、企業内において導入したことのあるメディア（企業内ホーム
ページ、企業内メーリングリスト、企業内掲示板、企業内 Q&A、企業内ブログなど）
についてお聞きします。 

































a.企業内ホームページ  b.企業内メーリングリスト  c.企業内掲示板  
















































調査票 B：企業内 SNS 利用事例調査票-利用者向け調査票（本文 4 章対応） 
 
企業内 SNS の利用事例調査依頼 
利用者様② 
調査への協力のお願い 
 本調査は、企業内 SNS について、事前に質問紙調査にご回答いただいた上でインタ
ビュー調査を行い、その成功要因を抽出することを目的としています。 
 調査結果は、シンポジウム・報告書において公開し、企業内 SNS 利用の推進に寄与
したいと考えています。調査結果の公表につきまして差しさわりがある場合は、企業名
や個人名など組織・個人を特定できる情報は公表いたしません。 



























      2、公表はお断りします。 
    （1、2、どちらか一方に○をつけてください） 
個人名について、1、公表いたして構いません。 
      2、公表はお断りします。 
    （1、2、どちらか一方に○をつけてください） 
     年  月  日    




 東京都調布市調布ヶ丘 1-5-1 
責任者：太田 敏澄（社会知能情報学専攻 教授）TEL：042-443-5660 
































































・ SNS を通して、上司から許可を得ることに役立った。今までなら 3 ヶ月はか
かる手続きが 1ヶ月足らずで実現した。（損保ジャパン） 























































a.プロフィール  b.日記  c.コミュニティ  d.Q&A   
e.友人リスト   f.足跡  g.紹介文  h.メール  i.検索 
j.お知らせ（会社から全社員が共有する情報を発信できる機能） 
k.お知らせ（個人から全社員が共有する情報を発信できる機能） 




あてはまるもの 1 つに○をつけてください。 
補足：決まった答え（正解）がある問題と決まった答え（正解）がない問題の違い。 
決まった答え（正解）のある問題 例）エクセルの関数 など。 





























a.はい  b.いいえ  c.その他（         ） 
 
a.はい  b.いいえ  c.その他（         ） 
 
約        人 














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1.11  企業内 SNS 導入以前は、そのような問題を解決するまでにどのくらいの時
間がかかっていたのですか。 
         分・時間・日 ←当てはまる単位に○をお付けください。 
 
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1.14 問題解決に企業内 SNS を使ってよかったと思いますか。以下のうち、あては
まるもの 1 つに○をつけてください。 
 
 




1.16  今回のような事例はどの程度ありますか。  
 
          日・月・年 ← 当てはまる単位に○をお付けくださ
い。 
1.17  今後、企業内 SNS を問題解決に用いたいですか。以下のうち、あてはまる
もの 1 つに○をつけてください。 
 
 

























f.その他（             ） 
 約    回 






























































































































































































𝐻0 : P1 = P2 =   = Pk   ただし ∑_(i＝１)^k Pi = 1 
であり、対立仮説は、 
𝐻1 : (P1 = P2 =   = Pk)’ 
である． 
 この検定での数値は以下の通りである． 
 はい いいえ 計 
調査結果（𝒇𝒐） １１ １９ ３０ 
一様分布（𝒇𝒆） １５ １５ ３０ 
 ここで、𝒇𝒐は観察度数を示し、𝒇𝒆は期待度数を示す。 
 帰無仮説検定のためのχ２テストには、次の Peason の式を用いる。 
χ２=Σ(𝒇𝒐－𝒇𝒆)2 / 𝒇𝒆  
 数値を代入すると、χ２の観測値χ２o は、以下の通りである。 
χ２o=(11-15)2 / 15 + (19-15)2 / 15 
   =16/15+16/15 
   =2.13  
ここで、観測値χ２o は 2.13 で、χ２0.05 = 3.841 よりも小さいので、帰無仮説は棄
却されなかった。なお、自由度は２－１で、１である。 
『（仮説 10）「成功事例の解決策は一人でも考えることのできた内容でしたか」という









りも多いということを確認するため、P1、P2、 ．．． 、Pk の部分集合について、一様
性の仮説の下に、どの項目が有意となっているかを確認するための検定を行っている。 
 この考え方に基づき、『（仮説 9）企業内 SNS 導入以前と導入以後において、解決ま
でにかかった時間の分類をした結果、企業内 SNS 導入により時間が短くなった事例が
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